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Ⅰ はじめに 

 

１ 総合戦略策定の趣旨 

  紫波町まち・ひと・しごと創生総合戦略は、人口減少問題の克服と稼ぐ力の確保のために策定し

ます。 

（１）人口減少問題の克服 

   紫波町の人口は減少しています。一定程度の社会増があることで、現時点では減少のスピードは

ゆるやかなものになっていますが、死亡数は増加傾向に、出生数は減少傾向にあるため、これから

も人口減少は避けられないと考えられます。 

紫波町は昭和 50 年代（1970 年代半ば）の古館駅周辺の民間開発を契機に人口の増加が続き、平

成 17（2005）年国勢調査時点では 33,288 人になりましたが、以降、人口は緩やかに減少していま

す。合計特殊出生率が向上し、社会増減が均衡したとしても令和 42（2060）年には 27,000 人程度

まで減少すると考えられます。 

   私たちは、人口減少社会が到来したことを認識しつつ、人口減少社会にあっても、町が持ってい

る強み、資源を最大限に生かし、誰もが安心して住み続けることができる、持続可能なまちをつく

らなければなりません。 

 

（２）稼ぐ力の確保 

   地域経済は、大都市圏に比べ、消費の回復に遅れがみられるほか、人口減少に伴い人手不足も顕

在化しています。このような状況下、公民連携、地域間連携、政策間連携によりローカル経済で稼

ぐ仕組みを整え、町の経済発展の確保に努め、人口減少時代に合った活力ある紫波町をつくる必要

があります。 

本町のオガールプロジェクト（公民連携による紫波中央駅前の町有地を活用した経済開発）が地

方創生の先行事例として取り上げられています。これは、リスク・責任・判断の一致の原則に基づ

き、民がリスクをとって事業を実施、官は規制緩和などの支援を、金融機関は金融支援を行うこと

で民の持続可能な事業経営が実現していることが評価されていることによります。紫波町における

まち・ひと・しごと創生への取組みは、本町がこれまで取り組んできた、民の知見が最大限活かさ

れた公民連携によるまちづくりを基本に据えます。 

 

２ 総合戦略の位置づけ 

   総合戦略は、国の「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」や岩手県の「第２期岩手県ふるさ

と振興総合戦略」を勘案しつつ、紫波町人口ビジョンを踏まえ、今後５ヵ年の目標や施策の基本的

方向、具体的な施策をまとめたものです。 

   また、第三次紫波町総合計画（令和２～９年度）との整合性に配慮しつつも、総合戦略は、人口

減少対策に特化したプロジェクト事業の推進を図るために、総合計画とは別に策定します。 

 

３ 総合戦略の対象期間 

   第２期紫波町まち・ひと・しごと創生総合戦略の対象期間は、国や県の総合戦略に合わせ、令和

２（2020）年度から令和６（2024）年度の５年間とします。 
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Ⅱ これまでの取組みの検証 

 

平成 28（2016）年２月に策定した第１期紫波町まち・ひと・しごと創生総合戦略においては、「ロー

カル経済でしごとが生まれる」「女性・若者に選ばれて新しいひとの流れが生まれる」「子育て支援・教

育の充実で若い世代の安心が生まれる」「民の活力が湧き上がり時代に合った地域が生まれる」の４つ

の基本目標を掲げ、各種プロジェクトを進めてきました。４つの基本目標ごとの数値目標、基本的方向

及び主要な施策の重要業績評価指標（ＫＰＩ）達成状況は次のとおりです。 

 

１ ローカル経済でしごとが生まれる 

（１）数値目標 

  令和元（2019）年までの起業数 100件 

 

 

 

（２）基本的方向 

・起業に挑戦する人と挑戦する人を応援する人を支援し、「稼ぐ」持続可能な産業を育てる。 

・町の地理的特徴や地域資源を生かした産業の定着を進める。 

 

（３）主要な施策の重要業績評価指標（ＫＰＩ）達成状況 

 令和元（2019）年度目標値に対する達成度は 50％となっています。 

【主な取組内容と成果】 

・産学共同研究への支援により、企業と大学が連携した製品開発（目標値：累計２件→実績値：累計２

件）が行われました。 

・オガールエリアへの来場者の増加や地方創生関連事業の効果などにより、交流人口（目標値：年間 230

万人→実績値：年間 245万人）が増加しました。 

・地方創生推進交付金事業である「あづまねイイ山イイ湯だなプロジェクト」などにより新商品（目標

値：累計７件→実績値：累計７件）が開発されました。 

 

 

２ 女性・若者に選ばれて新しいひとの流れが生まれる 

（１）数値目標 

  社会増減の均衡（H25社会増：38人） 

実

績 

H27 H28 H29 H30 R1 累計 

23 11 18 10 16 78 

 

※地方創生推進交付金事業「あづまねイイ山イイ湯だなプロジェクト」 
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（２）基本的方向 

・主に女性・若者にとって住みよい、働きやすい環境をつくる。 

・若い世代を中心とした田園回帰ニーズに応え、町の魅力を発信し、移住・定住を促進する。 

 

（３）主要な施策の重要業績評価指標（ＫＰＩ）達成状況 

 令和元（2019）年度目標値に対する達成度は 63％となっています。 

【主な取組内容と成果】 

・オガールエリアに新たな民間事業者が立地（目標値：累計２件→実績値：累計２件）し、雇用が創

出されました。 

・オガールタウンの分譲地が完売し、新規居住者（目標値：累計 100人→実績値：累計 150人）の増

加に繋がりました。 

・地方創生推進交付金事業である「SAKE TOWN SHIWA プロジェクト」により、大学生など若年層の関

係人口の増加（目標値：累計 900人→実績値：累計 1,050人（体験型旅行者数））が図られました。 

 

 

３ 子育て支援・教育の充実で若い世代の安心が生まれる 

（１）数値目標 

  年少（0～14歳）人口 4,000人 

  

 

 

（２）基本的方向 

・出産、乳幼児期の保育から就学期まで切れ目のない支援を行うことで、安心して子どもを生み育て

ることができる環境を整える。 

・子どもたちの生まれ育つ環境で将来が左右されることのないように、家庭と社会が一体となって健

康づくりから基礎学力の習得までを支援する。 

 

（３）主要な施策の重要業績評価指標（ＫＰＩ）達成状況 

 令和元（2019）年度目標値に対する達成度は 60％となっています。 

【主な取組内容と成果】 

実

績 

H27 H28 H29 H30 R1 

51 20 △61 9 131 

 

※総務省「住民基本台帳人口移動報告」 

実

績 

H22 H27 

4,577 4,141 

 

※総務省「国勢調査」 

※地方創生推進交付金事業「SAKE TOWN SHIWA プロジェクト」 
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・妊産婦に対しては保健師等による家庭訪問や電話連絡により継続的な支援を行ったほか、庁内外の関

係機関との連携体制により切れ目ない母子への包括支援を行いました。（目標値：80％→実績値：

92.7％（満足度）） 

・教育環境の充実により、児童・生徒の学級生活の満足度（目標値：70％→実績値：70％）が向上しま

した。 

・庁内外の関係機関と連携し、支援を必要とする家庭に関する情報共有や協議の場（目標値：年間 12回

→実績値：年間 12回）を設けました。 

 

４ 民の活力が湧き上がり時代に合った地域が生まれる 

（１）数値目標 

  新たな地域づくり拠点数 ３箇所 

  

 

 

（２）基本的方向 

・地域の小さな取り組みにも光をあて、ヒト・モノ・カネが循環する弾力性のある地域づくりを支援

する。 

・公民連携によるまちづくりを推進する。行政と民間が連携し、お互いの役割を分担しながら官民で

公益を担う。 

 

（３）主要な施策の重要業績評価指標（ＫＰＩ）達成状況 

 令和元（2019）年度目標値に対する達成度は 88％となっています。 

【主な取組内容と成果】 

・市民活動団体への支援により、新たな地域づくり活動（目標値：累計 10件→実績値：累計 11件）が

生まれました。 

・地域おこし協力隊の採用（目標値：累計６人→実績値：累計８人）が進み、地域住民や企業と協働し

たプロジェクトが多数展開されました。 

・みちのく盛岡広域都市圏ビジョンに基づく事業（目標値：年間 42件→実績値：年間 52件）が推進さ

れました。 

 

 

実

績 

H27 H28 H29 H30 R1 累計 

0 0 0 2 0 2 

 

※地域おこし協力隊の採用 
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Ⅲ 新たに取り入れる視点 

１ 関係人口の拡大と地域人材の育成 

・町の人口移動（社会増減）を年齢階級別に見ると、30～40代の親とその子供という主にマイホーム

を購入する世代で転入超過になっている一方で、10代後半から20代前半という主に進学や就職をす

る世代で大幅に転出超過となっています。 

・国は、第２期において新たに重点を置く視点として、「関係人口」「資金の流れ」「人材の育成」

「民間との協働」「地域のマネジメント」などを掲げています。 

・このことを踏まえ、町の地方創生を実現していくためには、地方創生の推進主体となる行政はもと

より、資金を担う金融機関や人材を担うＮＰＯなどの民間が同じ視点を持ち、地域の経済社会構造

を俯瞰して全体をマネジメントしていくことが重要です。 

・第１期で進められた地方創生関連事業により生まれた若年層を中心とした関係人口をさらに拡大し、

官民の垣根を越えた多様な主体の連携により地域人材の育成に取り組み、地域課題の解決を図って

いきます。 

 

 

 

  

■関係人口の拡大により町に好循環を生み出す 

■官民の垣根を越えた地域人材の育成 
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２ ＳＤＧｓの推進 

・持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）は、平成 27（2015）年の国連サミットで採択された「持続可能な

開発のための 2030アジェンダ」に記載された 2030年までに持続可能でより良い世界を目指す国際

目標です。 

 ・ＳＤＧｓは、上記アジェンダにおける「誰一人取り残さない」という言葉に象徴されるように、包

摂性や多様性を重視しながら経済・社会・環境の課題を統合的に解決し、持続可能な社会の実現を

目指すものであり、地方創生を実現していく上で重要な視点です。 

 ・このことから、本戦略においては、戦略の各施策と 17の持続可能な開発目標等を関連付け、町民を

はじめ関係団体、企業、ＮＰＯなど地域社会を構成する多様な主体がそれぞれ連携しながら取り組

んでいきます。 

 

 

 

【引用元】国際連合総合広報センターHPより 
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【ＳＤＧｓに掲げる 17のゴール】 

 

 

あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる。 

 

飢餓を終わらせ、食料安全保障及び栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進する。 

 

あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する。 

 

すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し、生涯学習の機会を促進する。 

 

ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う。 

 

すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する。 

 

すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセスを確保

する。 

 

包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがい

のある人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進する。 

 

強靭（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベ

ーションの推進を図る。 

 

各国内及び各国間の不平等を是正する。 

 

包摂的で安全かつ強靭（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する。 

 

持続可能な生産消費形態を確保する。 

 

気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる。 

 

持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する。 

 

陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠化への

対処ならびに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する。 

 

持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に司法へのアクセ

スを提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築す

る。 

 

持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化す

る。 
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３ Society5.0の推進 

 ・Society5.0とは、狩猟社会（Society1.0）、農耕社会（Society2.0）、工業社会（Society3.0）、情

報社会（Society4.0）に続く、「サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度

に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会

（Society）」のことで、第５期科学技術基本計画（文部科学省）において我が国が目指すべき未

来社会の姿として初めて提唱されました。 

・これまでの情報社会（Society4.0）では、知識や情報が共有されず、分野横断的な連携が不十分

であるという問題がありました。人が行う能力に限界があるため、溢れる情報から必要な情報を

見つけて分析する作業が負担であったり、年齢や障がいなどにより労働や行動範囲に制約があり

ました。 

・Society5.0で実現する社会は、ＩｏＴで全ての人とモノがつながり、また、ＡＩにより必要な情

報が必要な時に提供されるようになり、ビッグデータや５Ｇ、ロボット、自動走行などの技術も

活用し、様々な課題が克服されます。これらのイノベーションを通じて、これまでの閉塞感を打

破し、希望の持てる社会、世代を超えて互いに尊重し合える社会、一人ひとりが快適で活躍でき

る社会となります。 

・こうした技術の活用は、時間や地域の制約を超え、地方の可能性を広げるものであることから、

本戦略においても Society5.0の実現に向けた技術の活用を進めていきます。 



9 

Ⅳ ４つの基本目標 

 国の総合戦略が定める４つの政策分野（①稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする、

②地方とのつながりを築き、地方への新しいひとの流れをつくる、③結婚・出産・子育ての希望をかな

える、④ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地域をつくる）を勘案のうえ、第２期総合

戦略においても４つの基本目標を踏襲します。 

 

 １ ローカル経済でしごとが生まれる 

  ～こんな未来を目指します～ 

 地域資源を活用した産業が町内のあちらこちらで活発に展開されています。 

   地域を支える多様な人材が、町のいたるところに「稼ぐ力」を生み出しています。そのひとつひ

とつは小さくても、町には多様性に富み、持続可能なローカル経済が構築されています。それらは

次のしごとが生まれる土壌ともなり、経済の好循環が生み出されています。 

 

 ２ 女性・若者に選ばれて新しいひとの流れが生まれる 

  ～こんな未来を目指します～ 

   町の歴史や文化、特産物、農産物などの魅力的な資源が生かされた、女性・若者が暮らしたくな

るような質の高い暮らしがここにはあります。 

   彼らが注目するヒトやモノやコトが、彼らが活躍できる場が町にあります。町の魅力が、女性・

若者を中心とした多くの人の心をつかみ、新しいひとの流れが生まれています。 

 

 ３ 子育て支援・教育の充実で若い世代の安心が生まれる 

  ～こんな未来を目指します～ 

子どもの成育を家庭と社会とで見守る仕組みが整えられ、切れ目ない子育てが暮らしの中で確立

されています。このことが子育て世代や子育てを希望する人の安心につながっています。 

町で育った子どもたちは、充実した就学前の育ちの機会を得ることができ、「生きる力（粘り強さ

や自分を制する強さ。思考・判断・表現ができること。）」が養われています。 

 

 ４ 民の活力が湧き上がり時代に合った地域が生まれる 

  ～こんな未来を目指します～ 

   民間と行政が連携し、お互いの役割を分担しながら官民で公益を担う公民連携によるまちづく

りが一層進展しています。パブリックマインド（公共精神）を持った人材が発掘され、人口減少

下にあっても、町内それぞれの地域においてそれぞれの地域に合ったヒト・モノ・カネの地域内

循環が生み出され、地域経営課題が少しずつ解決されています。 
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Ⅴ 基本目標別戦略 

１ ローカル経済でしごとが生まれる 

（１）数値目標 

   起業数（累計） 100件（策定時 H27～R1：86件） 

 

 

 

（２）基本的方向 

  ・起業に挑戦する人と挑戦する人を応援する人を支援し、「稼ぐ」持続可能な産業を育てる。 

・町の地理的特徴や地域資源を生かした産業の定着を進める。 

 

 （３）主要な施策と重要業績評価指標（KPI） 

具体的な施策・事業 重要業績評価指標（KPI） 

1-1 「食と農」が結びついた新しい経済活動を支援 

 食・農を中心とした新分野、高度化、異業種進出、６次産業

化等による新しい産業分野への就業を促進させる。 

【関連する SDGsのゴール】 

 
 

1-1-1 ６次産業化支援 P1 

1-1-2 新分野での技術・システム開発 P1 

 

◆６次産業化新規取組者数 ５人 

（策定時 H27～R1： － ） 

 

 

 

1-2 「稼ぐ」産業にチャレンジする起業家・新規就農者を支援 

 新規に農林業等の産業に就業しようとする人を育成・支援

するとともに、経営継承を支援する。 

【関連する SDGsのゴール】 

 
 

 1-2-1 起業なんでも相談・起業家育成 P1 

 1-2-2 新規就農者研修 P1 

 1-2-3 担い手支援（経営継承支援） P1 

 1-2-4 農地・農業施設を含めた空き家情報整備 P1 

 

◆新規就農研修者数 10人 

（策定時 H27～R1： － ） 

 

 

 

 

   

 

目

標 

R2 R3 R4 R5 R6 累計 

20 20 20 20 20 100 

 

目

標 

R2 R3 R4 R5 R6 累計 

1 1 1 1 1 5 

 

目

標 

R2 R3 R4 R5 R6 累計 

2 2 2 2 2 10 
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具体的な施策・事業 重要業績評価指標（KPI） 

1-3立地を希望する企業の進出と既存企業の成長を支援 

 町の特性に合った企業の立地を阻害する要因を取り除き、

丁寧なマッチングを行い、企業誘致を推進するとともに、既存

企業の成長を支援する。 

【関連する SDGsのゴール】 

 
 

 1-3-1 企業立地ワンストップサービス体制整備 P3 

 1-3-2 企業立地のための環境整備 P3 

 1-3-3 既存企業の稼ぐ力の強化支援 P2 P3 

 1-3-4 企業の脱炭素化支援 P3 

 

◆新規企業立地数 ２社 

（策定時 H27～R1：１社） 

 

 

 

◆製品の高付加価値化・販路拡大件数   

３件 

（策定時 H27～R1：２件） 

 

 

 

◆事業者による温室効果ガス排出削減

量 1,242t-CO2 

（策定時 R4：414t-CO2） 

 

 

※KPI の計測に要する統計資料等の公表時期

の関係により、該当年度から３カ年度前の

達成状況を計測していきます。 

 

◆脱炭素化普及啓発活動への参加者数

100人 

（策定時 R4：50人） 

 

 

 

1-4 地域資源を活用した観光振興 

 紫波町に存在する史跡・文化・自然、産業などの観光資源を

消費や誘客に繋げる取組みを支援する。 

【関連する SDGsのゴール】 

 
 

 1-4-1 観光交流推進 P2 

 1-4-2 新商品開発・販売促進 P1 

 1-4-3 地域資源を活用した新事業創出支援 P1 P2 

 

◆観光入込客数を含めた交流人口 

年間 250万人 

（策定時 R1：245万人） 

 

 

 

◆新商品等開発件数 10件 

（策定時 H27～R1：９件） 

 

 

 

※P は連携プロジェクト事業 

  

目

標 

R2 R3 R4 R5 R6 

247 248 249 250 250 

 

目

標 

R2 R3 R4 R5 R6 累計 

2 2 2 2 2 10 

 

目

標 

R2 R3 R4 R5 R6 累計 

0 0 1 0  1 2 

 

目

標 

R2 R3 R4 R5 R6 累計 

1 0 1 0 1 3 

 

目

標 

R4 R5 R6 

414 828 1,242 

 

目

標 

R4 R5 R6 

50 75 100 
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２ 女性・若者に選ばれて新しいひとの流れが生まれる 

（１）数値目標 

   社会増減 ±０人（策定時 H30：社会増９人） 

    

 

 

（２）基本的方向 

  ・主に女性・若者にとって住みよい、働きやすい環境をつくる。 

・若い世代を中心とした田園回帰ニーズに応え、町の魅力を発信し、移住・定住を促進する。 

 

（３）主要な施策と重要業績評価指標（KPI） 

具体的な施策・事業 重要業績評価指標（KPI） 

2-1 ワークライフバランスの実現 

 若者・女性の仕事と育児の両立支援を行う。 

【関連する SDGsのゴール】 

 
 

 2-1-1 男女共同参画啓発 

 2-1-2 男女共同参画サポート 

 

◆性別に関わりなく社会参加ができる 

町だと思う人の割合 50％ 

（策定時 H29：38.4％） 

 

 

2-2 魅力ある職住近接環境の整備 

 人が住み、集まる良好な居住・滞在環境の形成を図る。 

【関連する SDGsのゴール】 

 
 

 2-2-1 都市の交通拠点の機能強化 P4 

 2-2-2 総合的な交通体系の構築 P4 

  

◆古館駅乗降客数 1,200人／日 

（策定時 R1：1,171人／日） 

 

 

 

◆デマンド型乗合バスの年間利用者数 

 25,000人 

（策定時 H30：23,000人※すこやか号

参考） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目

標 

R2 R3 R4 R5 R6 

1,171 1,171 1,171 1,171 1,200 

 

目

標 

R2 R3 R4 R5 R6 

23,000 23,000 23,500 24,000 25,000 

 

目

標 

R2 R3 R4 R5 R6 

±0 ±0 ±0 ±0 ±0 

 

※総務省「住民基本台帳人口移動報告」 

目

標 

R2 R3 R4 R5 R6 

40.0 45.0 45.0 50.0 50.0 
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  具体的な施策・事業 重要業績評価指標（KPI） 

2-3 移住・定住情報の整備・発信 

 空き家等の移住・定住に関する情報を総合的に整備し、移

住・定住希望者に対し的確に情報発信する。 

【関連する SDGsのゴール】 

 
 

 2-3-1 定住・交流情報発信ワンストップ化 

 2-3-2 空家等の有効活用誘導 P6 

◆転入者数 年間 1,000人 

（策定時 H30：947人） 

 

 

 

◆空家バンク新規登録数 30件 

（策定時 H27～R1：10件） 

 

 

 

 

2-4 大学・企業等との交流促進 

 大学生や企業等による交流を通じて町の魅力を発信すると

ともに、移住を促す。 

【関連する SDGsのゴール】 

      
 

 2-4-1 紫波企業の森活動 P2 

 2-4-2 大学との連携による地域活性化 P2 

 2-4-3 関係人口の創出・拡大 P2 P6 P7 

 

◆企業の森づくり取り組み団体数 

10団体 

（策定時 R1：６団体） 

 

 

 

◆体験型旅行者数 1,000人 

（策定時 H27～R1：1,055人） 

 

 

 

 

※P は連携プロジェクト事業 

  

目

標 

R2 R3 R4 R5 R6 

1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 

 

目

標 

R2 R3 R4 R5 R6 累計 

6 6 6 6 6 30 

 

目

標 

R2 R3 R4 R5 R6 

6 7 8 9 10 

 

目

標 

R2 R3 R4 R5 R6 累計 

200 200 200 200 200 1,000 
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３ 子育て支援・教育の充実で若い世代の安心が生まれる 

（１）数値目標 

   年少（0～14歳）人口 4,000人（策定時 H27：4,141人） 

  

 

 

（２）基本的方向 

 ・出産、乳幼児期の保育から就学期まで切れ目のない子育て支援を行う。 

・子どもたちが、予測困難な社会をたくましく生きていく力を育めるよう、子育ち・教育を支援

する。 

 

（３）主要な施策と重要業績評価指標（KPI） 

具体的な施策・事業 重要業績評価指標（KPI） 

3-1 お母さんと子どもの健康管理 

妊娠・出産期から継続して母子の心身の健康管理を行う

とともに、育児不安の解消に向けた支援を行う。 

【関連する SDGsのゴール】 

 
 

 3-1-1 妊産婦の健康管理 

 3-1-2 産後の育児支援 

 3-1-3 乳幼児健康診査・相談事業の充実 

 3-1-4 予防接種 

 3-1-5 未熟児養育医療給付 

 3-1-6 不妊治療費補助 

 

◆産後における保健師等からの指導や

ケアに満足する人の割合 95.0％ 

（策定時 R1：92.7％） 

 

 

 

3-2 子育てを社会全体で応援する環境づくり 

 保護者の就労を支える保育環境や子育てを取り巻く環境

を整備し、社会全体で子育て家庭を応援する。 

【関連する SDGsのゴール】 

 
 

 3-2-1 保育所・認定こども園等の保育環境整備 P5 

3-2-2 学童保育の環境整備（こどもの家・児童クラブ）P5  

3-2-3 子育て応援センター運営 P5 

3-2-4 子育てボランティアの活動支援 P5 

3-2-5 子育て家庭への経済的支援 P5 

3-2-6 新たな子どもの居場所づくり P5 

◆保育施設入所待機児童数 ０人 

（策定時 R1：42人） 

 

 

 

◆新たに創設された子どもの居場所 

２箇所 

（策定時 H27～R1： －） 

 

 

 

 

目

標 

R2 R3 R4 R5 R6 

93.0 93.5 94.0 94.5 95.0 

 

目

標 

R2 R3 R4 R5 R6 

20 10 5 0 0 

 

目

標 

H27 R2 

4,141 4,000 

 

※総務省「国勢調査」 

目

標 

R2 R3 R4 R5 R6 累計 

0 0 1 0 1 2 
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具体的な施策・事業 重要業績評価指標（KPI） 

3-3 未来社会を切り拓く資質・能力の育成 

 家庭、地域社会、就学前児童施設、学校が連携し、育ちを丁

寧に積み上げ豊かな学びへとつなぎ、一人ひとりの資質や能

力を育む。 

【関連する SDGsのゴール】 

 
 

 3-3-1 幼児教育の充実 

3-3-2 学校教育環境の確保 

 3-3-3 学習指導の充実 

 3-3-4 国際理解教育の推進 

 3-3-5 豊かな人間性の育成 

 3-3-6 幼保小連携の推進 

 3-3-7 社会参加活動の推進 

 

◆家庭で自ら計画を立てて勉強してい

る中学３年生の割合 75.0％ 

（策定時 R1：53.3％） 

 

 

 

◆集団心理検査における学級生活満足

群出現率 80％ 

（策定時 R1：78％） 

 

 

 

 

3-4 継続的な療育・養育支援 

 子どもの発育特性、あるいは家庭環境に応じた支援を行い、

親子を継続的にサポートする。 

【関連する SDGsのゴール】 

 
 

 3-4-1 乳幼児健診後の発達相談 

 3-4-2 幼児教室や専門機関での療育指導・助言 

 3-4-3 保育所の軽度障がい児受入 

 3-4-4 特別支援教育の充実 

 3-4-5 こどもセンター運営 

 3-4-6 障がい児の放課後等デイサービスの利用支援 

 3-4-7 要保護児童相談・虐待防止 

 

◆要保護児童対策実務者・窓口担当者

連携会議開催 年 12回 

（策定時 R1：年 12回） 

 

 

 

 

   ※P は連携プロジェクト事業 

  

目

標 

R2 R3 R4 R5 R6 

55.0 60.0 65.0 70.0 75.0 

 

目

標 

R2 R3 R4 R5 R6 

80 80 80 80 80 

 

目

標 

R2 R3 R4 R5 R6 

12 12 12 12 12 
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４ 民の活力が湧き上がり時代に合った地域が生まれる 

（１）数値目標 

   新たな地域づくり拠点数 ３箇所（策定時 H27～R1：２箇所） 

  

 

 

（２）基本的方向 

  ・地域の小さな取り組みにも光をあて、ヒト・モノ・カネが循環する弾力性のある地域づくりを

支援する。 

・公民連携によるまちづくりを推進する。行政と民間が連携し、お互いの役割を分担しながら官

民で公益を担う。 

 

（３）主要な施策と重要業績評価指標（KPI） 

具体的な施策・事業 重要業績評価指標（KPI） 

4-1 ヒト・モノ・カネの地域内循環を生み出す地域経営を応

援 

 地域の課題を地域が解決し、自立した、稼ぐ地域の創出を図

る。 

【関連する SDGsのゴール】 

 
 

 4-1-1 地域おこし協力隊 P2 P6 

 4-1-2 市民活動支援 

 4-1-3 地区コミュニティ支援 P7 

 4-1-4 タウンプロモーションの推進 P7 

 

◆地域おこし協力隊の新規採用 10人 

（策定時 H27～R1：８人） 

 

 

 

◆新たな地域づくり活動件数 15件 

（策定時 H27～R1：11件） 

 

 

 

 

4-2 リノベーションまちづくりの推進 

 日詰商店街を中心にリノベーションまちづくり手法を取り

入れて賑わいの再生を図る。 

【関連する SDGsのゴール】 

 
 

 4-2-1 民間活力誘導（未利用不動産の市場調査） P6 

4-2-2 遊休不動産基礎調査 P6 

 4-2-3 リノベーションまちづくり市民参加 P6 

 4-2-4 家守事業者育成 P6 

 4-2-5 脱炭素化の普及啓発 P6 

 

◆リノベーション物件数 10件 

（策定時 H27～R1：10件） 

 

 

 

◆現代版家守創出人数 ２人 

（策定時 H27～R1：２人） 

 

 

 

◆紫波型の断熱改修製品等の製造・施

工に携わる事業者数 ５者 

（策定時 R4：０者） 

現

状 

R2 R3 R4 R5 R6 累計 

1 0 1 0 1 3 

 

目

標 

R2 R3 R4 R5 R6 累計 

2 2 2 2 2 10 

 

目

標 

R2 R3 R4 R5 R6 累計 

2 2 2 2 2 10 

 

目

標 

R2 R3 R4 R5 R6 累計 

0 0 1 0 1 2 

 

目

標 

R2 R3 R4 R5 R6 累計 

3 3 3 3 3 15 
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具体的な施策・事業 重要業績評価指標（KPI） 

 

 

 

 

 

 

 

◆脱炭素化普及啓発活動への参加者数

100人 

（策定時 R4：50人） 

 

 

 

4-3 パブリックマインドを持った人材が生まれる土壌づくり 

まちづくりに関するトップランナーを講師に迎えた研修会

を通じ公共を担う人材育成を図る。 

【関連する SDGsのゴール】 

 
 

 4-3-1 持続可能なまちづくり研修会 

 4-3-2 公民連携研修会 P6 

◆まちづくり研修参加者数 1,500人 

（策定時 H27～R1：1,506人） 

 

 

 

 

4-4アセットマネジメントの推進 

公有財産のマネジメントを通じ、将来にわたって健全な自

治体経営を維持する。 

【関連する SDGsのゴール】 

 
 

4-4-1 公共施設等総合管理計画の推進 P8 

4-4-2 施設の長寿命化 P8 

4-4-3 公共施設再編 P8 

4-4-4 遊休公有財産活用 P8 

◆未利用財産処分件数 35件 

（策定時 H27～R1：58件） 

 

 

 

◆未利用普通財産活用累計件数 7件 

（策定時 R1：2件） 

 

 

 

 

4-5デジタル化の推進 

行政及び地域のデジタル化を推進し、デジタル技術を用い

た課題解決や新たな価値の創造を目指す。 

【関連する SDGsのゴール】 

 
 

4-5-1 行政のデジタル化推進 P9 

4-5-2 暮らしのデジタル化推進 P9 

◆ＩＣＴを活用した事業件数 5件 

（策定時 R2：1件） 

 

 

 

   ※P は連携プロジェクト事業 

目

標 

R2 R3 R4 R5 R6 累計 

7 7 7 7 7 35 

 

目

標 

R2 R3 R4 R5 R6 

3 4 5 6 7 

 

目

標 

R2 R3 R4 R5 R6 累計 

1 1 1 1 1 5 

 

目

標 

R4 R5 R6 

0 0 5 

 

目

標 

R2 R3 R4 R5 R6 累計 

300 300 300 300 300 1,500 

 

目

標 

R4 R5 R6 

50 75 100 
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Ⅵ 連携プロジェクト 

 ４つの基本目標の達成に向け、主要な事務事業を選択・パッケージ化し、連携プロジェクトとして設

定、人口減少問題の克服と稼ぐ力の確保のため集中して事業を進めます。 

 

 

１ つないでつむいで新たな農業応援プロジェクト 

 ～「食と農」を起点とした地域内経済循環システムの構築～ 

 

〔概要・目的〕 

   本町では、まちづくりの基本理念の１つである「循環型のまちづくり」の視点に基づき、堆肥使

用、減化学肥料、減農薬を実践し、環境にやさしい「循環型農業」、「環境保全型農業」を推進して

います。“紫波の農畜産物は安全で安心！”、“新鮮で美味しい！”という消費者の信頼を得るために

紫波町産農畜産物のブランド化を図ることが大きな課題となっています。 

町では“紫波”という地域ブランドを確立するため、生産者が消費者ニーズを意識した高付加価

値型農業や収益性の高い農業経営を実現するための取組みを推進していきます。あわせて、そのよ

うな意識やスキルを持った意欲的な生産者を確保・育成するとともに、新たに就農を希望する者を

受け入れる体制を充実させていきます。 

   また、農畜産物の地域ブランド力を高めるため、これまでの農業の「第一次産業」というイメー

ジのみならず、飲食業や食品加工業等の異業種との連携により６次産業化や食産業の振興を図ると

ともに、フードツーリズム、農村体験等の食農観光や、地域資源（未利用資源）を生かした商品開

発等により新たな産業を創出します。 

平成 30 年度に中山間地域の活性化拠点施設「地産地消レストランぶどうの樹」を産地形成促進

施設改修事業により改修しました。この施設は、地元の女性を中心とした団体により運営されてお

り、隣接する産地直売施設や地域団体等と連携しながら、町内で生産された米、野菜、畜産物等を

調理・加工した郷土色豊かなメニューや、郷土料理を消費者に提供することにより、紫波の食文化

の継承や地域の魅力の発信、及び町内産の農畜産物の更なるＰＲと消費拡大が期待されます。     

「南部杜氏発祥の地」として酒蔵４社が伝統を継承し、ワイナリーやサイダリーと共に暮らしの

豊かさを提供する酒産業については、「酒のまち」としての新たなブランドを掲げたまちづくりを

推進し、酒及び関連した産業の活性化とそれに伴う新事業を創出します。 

このような「食と農」を起点とした取組みを町内全域に波及させ、持続的な地域内経済循環シス

テムの構築を目指します。 
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〔イメージ〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  〔工程〕 

取組み内容（再掲） ～R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7～ 

1-1-1 ６次産業化支援 

1-1-2 新分野での技術・システム開発 

1-2-1 起業なんでも相談・起業家育成 

1-2-2 新規就農者研修 

1-2-3 担い手支援（経営継承支援） 

1-2-4 農地・農業施設を含めた空き家情報整備 

1-4-2 新商品開発・販売促進 

1-4-3 地域資源を活用した新事業創出支援 

    

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 〔ＫＰＩ〕（再掲） 

  1-1 ６次産業化新規取組者数 ５人（策定時 H27～R1： － ） 

   1-2 新規就農研修者数 10人（策定時 H27～R1： － ） 

   1-4 新商品等開発件数 10件（策定時 H27～R1：９件） 

   

 〔連携する部署〕 

   農政課（幹事）、農業委員会事務局、商工観光課、企画課 

  

農産物 

消費者 

農業者 
移住希望者 

就農希望者 

町 

 

商品開発 

（６次産業化） 

支
援 

“紫波”ブランド農産物 

循環型農業 

販 売 

支 援 支 援 

紫波町のファン 

生産 

販売 

新規就農 異業種間連携 

受け入れ態勢の充実 
飲食業や食品加工業等の

異業種との連携推進 

魅力ある 

食農体験 
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２ めぐって学んで感動できる紫波探訪プロジェクト ～観光・交流・体験～ 

 

〔概要・目的〕 

   町の西部奥羽山系に位置する東根山は季節や天候に関わらず、通年で登山を楽しむことができる

上、山の麓に温泉施設も立地していることから、四季を通してハイカーが訪れています。一方、町

の中心部の紫波中央駅前にはオガールプロジェクトにより新たな市街地が形成され、その一角のア

ウトドア系ショップが若年層を中心に注目されています。これらを結びつけ、自然志向とアウトド

ア人気を組み合わせた新たな産業を創出することにより、町の自然を身近な存在に変え、地域観光

産業の全体的な底上げを図ります。 

 事業の実施主体として、「あづまねイイ山イイ湯だなプロジェクト実行委員会」を設立し、地域団

体や地域住民、事業者等と連携して登山道の整備や東根山とその周辺エリアの地域資源を活用した

スポーツイベント及びＰＲイベントを開催した結果、登山者やエリアの来訪者が増加し賑わい創出

と経済効果が生まれています。また、競技会計測システムの開発やオリジナルグッズの作成販売な

ど新たなビジネス展開も始まり、賑わい創出と併せて地域の活性化が進んでいます。今後、交流人

口拡大に向け、さらなる地域活性化とスポーツイベントを含めたアウトドア産業の発展のため、自

然環境の整備、温泉施設等の観光施設の充実及びイベント支援など効果的な事業展開を図っていき

ます。 

また、スポーツ団体、観光団体、事業者等とスポーツを通じた交流推進を図り、町内のスポーツ

施設を活用して様々なスポーツの合宿などを誘致することにより、町外からの来訪者や宿泊客を増

やすとともに、来訪者等が町の魅力を体感できるよう観光パンフレットを改定して情報発信し、交

流人口の拡大と地域経済の活性化を図ります。 

 

 

 

〔イメージ〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域の自然・

史跡・文化 

などの資源 

地域団体 

観光関連事業者 

イベント参加者 

第三セクター 

市民・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ・NPO 

芸能・文化の体験 

歴史の魅力再発見 

快適な滞在施設 

魅力発信の拡大 

自然とのふれあい 

地
域
活
性
化 

↑ 

紫
波
の
魅
力
発
信
を
強
化 

×
 

交
流
人
口
拡
大 

官・民・地域一体で磨き上げ 

活性化イベントの運営・支援 
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〔工程〕 

取組み内容（再掲） ～R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7～ 

1-3-3 既存企業の稼ぐ力の強化支援 

1-4-1 観光交流推進 

1-4-3 地域資源を活用した新事業創出支援 

2-4-1 紫波企業の森活動 

2-4-2 大学との連携による地域活性化 

2-4-3 関係人口の創出・拡大 

4-1-1 地域おこし協力隊 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

   

 

 〔ＫＰＩ〕（再掲） 

   1-3 製品の高付加価値化・販路拡大件数 ３件（策定時 H27～R1：２件） 

1-4 観光入込客数を含めた交流人口 年間 250万人（策定時 R1：245万人） 

   1-4 新商品等開発件数 10件（策定時 H27～R1：９件） 

2-4 体験型旅行者数 1,000人（策定時 H27～R1：1,055人） 

      4-1 地域おこし協力隊の新規採用 10人（策定時 H27～R1：８人） 

 

 〔連携する部署〕 

   商工観光課（幹事）、農政課、環境課、生涯学習課、企画課 
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３ おらほの企業しっかり応援プロジェクト ～企業誘致と既存企業の成長を促す支援～ 

 

〔概要・目的〕 

  ○企業誘致 

   本町は、県央部に位置し交通インフラが整い交通利便性が良いため、企業等から事業所立地の問

合せが多く寄せられています。しかし、既存の犬渕工業団地は残地が少なく不整形、南日詰工業団

地は現況農地で開発に時間を要する等、土地現況と立地条件が合わず、近年は事業所の立地が少な

い状況です。また、農地は規制が厳しく、一団の工業用地としての利用が極めて困難な状況にあり

ます。一方、町内では雇用確保や産業振興のため企業誘致を求める声も多く、町では、紫波インタ

ーチェンジ周辺の土地約 8.9ｈａを工場適地に登録し、既存の工業団地とともに企業立地候補地と

して情報発信し、事業者と具体的な立地案件の協議を行っています。今後も、雇用機会の拡大・雇

用確保による若者の定住促進、産業振興により地域の活性化を促進するため、企業立地案件の情報

収集を継続し候補地とのマッチングや各種手続きの支援など企業誘致活動を推進し、新規事業所の

立地を図ります。 

  ○既存企業の成長を促す支援 

町内中小企業の育成支援のため、商工会等の関係団体と連携して、各種支援・助成等に関する情

報を提供するとともに、町内事業者の現状と課題を把握し、町の施策に反映させます。町内には高

い技術力を持つ中小企業も多いことから、新技術や新システムの開発等を促進し産業振興を図るた

め、大学等の研究機関との共同研究を支援します。また、地域資源を活用した製品の高付加価値化

を図るとともに、支援機関及び民間商社と連携し海外展開も視野に入れた販路拡大を支援します。

さらに、中小企業の円滑な資金調達を図るため中小企業振興資金融資制度を運用するとともに、事

業や経営の安定化を図るため、借入金に係る利子補給及び保証料補助を実施します。このほか、規

模拡大を図る企業への支援も行います。また、高校生を対象とした企業説明会や見学会を開催する

とともに、ハローワーク等の就労関係機関と連携し町内中小企業の人材確保を支援します。 

また、脱炭素社会の実現に向けて、町内企業の脱炭素化に向けた取組みを推進し、地域内におけ

るエネルギーや経済の循環を生み出すとともに、持続可能な企業としてのさらなる成長を支援しま

す。 
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〔イメージ〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  〔工程〕 

取組み内容（再掲） ～R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7～ 

1-3-1 企業立地ワンストップサービス体制整備 

1-3-2 企業立地のための環境整備 

1-3-3 既存企業の稼ぐ力の強化支援 

1-3-4 企業の脱炭素化支援 

    

 

 

   

 

 〔ＫＰＩ〕（再掲） 

   1-3 新規企業立地数 ２社（策定時 H27～R1：１社） 

   1-3 製品の高付加価値化・販路拡大件数 ３件（策定時 H27～R1：２件） 

   1-3 事業者による温室効果ガス排出削減量 1,242t-CO2（策定時 R4：414t-CO2） 

   1-3 脱炭素化普及啓発活動への参加者数 100人（策定時 R4：50人） 

 

 

 〔連携する部署〕 

   商工観光課（幹事）、農政課、農業委員会事務局、都市計画課、環境課 
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脱炭素化支援 
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４ 暮らしに便利な都市機能充実プロジェクト ～公共交通と都市整備～ 

 

〔概要・目的〕 

町の公共交通は、路線バス、鉄道、タクシーなど様々な地域公共交通が連携して相互に補完する

ことにより、マイカーに依存せずとも移動の足が確保され、暮らしの利便性向上や、町内外や観光

客などの活発な人的交流や東西や中央部の交流等によって魅力的で活力あるまちづくりや域内の

経済循環に寄与することが望ましいと考えられます。 

多様な交通モード間の乗り換えを円滑にするためには、交通拠点の機能強化や利便性の向上が大

きなポイントですが、特にも町内に３つ存在する鉄道駅は主要な役割を果たしており、町内の移動

のみならず町外への移動の際も重要な役割を担っています。 

現在、町内３駅のうち古館駅については、周辺インフラの整備が行われていない状況であり、通

勤・通学者、高齢者など駅利用者の利便性の向上と交通安全の対策が求められています。 

   多様な地域公共交通ネットワークの充実と交通拠点の機能強化により、各拠点への接続利便性を

向上させるとともに、人的交流を活発化させ、住みよく活力あるまちづくりに寄与していきます。 

また、脱炭素社会の実現に向けて、町の交通分野においても脱炭素化の取組みを推進していきま

す。 

 

 

〔イメージ〕 
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  〔工程〕 

取組み内容（再掲） ～R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7～ 

2-2-1 都市の交通拠点の機能強化 

2-2-2 総合的な交通体系の構築 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 〔ＫＰＩ〕（再掲） 

   2-2 古館駅乗降客数 1,200人／日（策定時 R1：1,171人／日） 

   2-2 デマンド型乗合バスの年間利用者数 25,000人／年間 

（策定時 H30：23,000人※すこやか号参考） 

   

 〔連携する部署〕 

   都市計画課（幹事）、企画課、土木課、商工観光課、環境課 

 

  

都市の交通拠点の

機能強化

（古館駅前交通
広場整備）
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定住促進

公共交通
再編

住環境

改善

空家対策

コミュニティ
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５ 子どもの居場所づくりプロジェクト ～新たな居場所と豊かな体験～ 

 

〔概要・目的〕 

地域には、自由に安全に遊べる場所も少なくなり、他に居場所がない児童は家で一人留守番をす

ることになりゲームへの依存等も懸念されます。子どもたちの育ちの環境は大きく変化し、子ども

たちが実社会の中で、人とかかわりながら、体験値を豊かに広げる機会が減少しています。 

両親の就労等により、こどもの家（放課後児童クラブ）を利用する小学生が増えています。本町

では、直営施設を「こどもの家」、民営施設を「放課後児童クラブ」と名称を使い分け、民間運営に

対しては町が委託する形をとり、施設までの移動に係る安全面を考慮しながら、小学校からなるべ

く近い場所において施設整備を図ってきました。 

長期休業期間のみの利用や特定曜日のみの利用、高学年利用の増加等、利用ニーズも変化してい

ます。増えるニーズ量、変化するニーズ内容に柔軟に対応できるような新たな仕組みが必要です。

子育てを支える視点と子どもの育ちを支える視点の両視点をもって、地域資源の活用、既存施設の

利用、小規模運営や他の子どもの居場所事業等との連携等による、新しい居場所づくりを協議検討

します。 

 

  〔イメージ〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  〔工程〕 

取組み内容（再掲） ～R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7～ 

3-2-1 保育所・認定こども園等の保育環境整備 

3-2-2 学童保育の環境整備（こどもの家・児童クラブ） 

3-2-3 子育て応援センター運営 

3-2-4 子育てボランティアの活動支援 

3-2-5 子育て家庭への経済的支援 

3-2-6 新たな子どもの居場所づくり 
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 〔ＫＰＩ〕（再掲） 

   3-2 保育施設入所待機児童数 ０人（策定時 R1：42人） 

3-2 新たに創設された子どもの居場所 ２箇所（策定時 H27～R1： －） 

 

 〔連携する部署〕 

   こども課（幹事）、健康福祉課、長寿介護課、学務課、学校教育課、生涯学習課、企画課 
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６ 起業家人材育成プロジェクト ～人材育成とリノベーションまちづくり～ 

 

〔概要・目的〕 

  ○人材育成 

   地方創生を実現していくための重要な要素は人材の育成です。様々な分野において、パブリック

マインド（公共精神）を持った地域の担い手を育成する必要があります。官民の垣根を越えた多様

な主体の連携により地域人材の育成に取り組み、地域課題の解決を図っていきます。また、それら

の取り組みを通じて地域内外の新たな人材の交流を生み出し、関係人口の拡大を図ります。 

  ○リノベーションまちづくり 

 本町は、これまで、平成 27（2015）年度に策定した日詰リノベーションまちづくり構想に基づき、

パブリックマインドを持った人材を育成するため、リノベーションスクールで起業や事業拡大を支

援する研修会を実施してきました。地方の中心市街地が抱える、都市計画、産業振興、定住促進、

コミュニティ等の複数分野にわたる複合的な地域経営課題に対し、遊休不動産を活用した公民連携

手法による課題解決を図っていきます。この考え方は日詰商店街地区だけでなく町内全域に発展さ

せ、地域の特徴に合わせた課題解決を進めていきます。また、脱炭素社会の実現に向けて、遊休不

動産や既存施設を活用しながら公民連携により脱炭素化事業を推進し、産業振興や人材育成、地域

コミュニティの再生などの課題解決に取り組んでいきます。 

 また、遊休不動産の活用を促進するため空家バンクの登録と活用を一層促していきます。 

 

 

〔イメージ〕  

リノベーション 

まちづくり 

 

「今あるものを活かし、新しい使

い方をしてまちを変える」 
未利用 

不動産 

都市計画 

コミュニ 

ティ 

産業振興 

定住促進 

複数分野にわたる複合的な地域経営課題 

課
題
解
決 

パブリックマインド 

を持った人材の育成 
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  〔工程〕 

取組み内容（再掲） ～R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7～ 

2-3-2 空家等の有効活用誘導 

2-4-3 関係人口の創出・拡大 

4-1-1 地域おこし協力隊 

4-2-1 民間活力誘導（未利用不動産の市場調査） 

4-2-2 遊休不動産基礎調査 

4-2-3 リノベーションまちづくり市民参加 

4-2-4 家守事業者育成 

4-2-5 脱炭素化の普及啓発 

4-3-2 公民連携研修会 

    

 

 

 

 

   

 

 〔ＫＰＩ〕（再掲） 

   2-3 空家バンク新規登録数 30件（策定時 H27～R1：10件） 

2-4 体験型旅行者数 1,000人（策定時 H27～R1：1,055人） 

      4-1 地域おこし協力隊の新規採用 10人（策定時 H27～R1：８人） 

   4-2 リノベーション物件数 10件（策定時 H27～R1：10件） 

   4-2 現代版家守創出人数 ２人（策定時 H27～R1：２人） 

   4-2 紫波型の断熱改修製品等の製造・施工に携わる事業者数 ５者（策定時 R4：０者） 

   4-2 脱炭素化普及啓発活動への参加者数 100人（策定時 R4：50人） 

 

 〔連携する部署〕 

   企画課（幹事）、都市計画課、商工観光課、環境課 
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７ 地域みらいづくりプロジェクト ～地域資源を生かした持続的な地域運営～ 

 

〔概要・目的〕 

○地域への愛着の醸成 

 町には、自然や環境、伝統、文化など誇るべき資源がたくさんありますが、地域の人がその価値

を正しく認識し、うまく活用できていないという課題があります。 

そこで、町民が地域をよく知り、誇りを持てる機会を増やしていく必要があります。町内の小中

学校や高校をはじめ、多くの人に「スポーツ」と「食」、「文化」などを切り口に町の魅力を知る機

会を創出します。 

スポーツでは、令和３年度に東京 2020 オリンピックのカナダ男子バレーボールチームやパラリ

ンピックのカナダ女子シッティングバレーボールチームが事前キャンプで来町しました。また、Ｖ

リーグ公式戦や民間事業者による東北バレーボールリーグの開催により、町内にいながらトップレ

ベルの選手たちを身近に体感できる機会がつくられており、今後もこうした機会の充実を図ってい

きます。食は、豊富な農畜産物や飲食店、酒産業といった特徴ある分野を中心に展開します。文化

では、名誉町民や歴史遺跡、郷土芸能などの多様な地域文化に触れる機会を増やしていきます。 

大人だけでなく小中学生や高校生、大学生が地域の豊かな資源に触れることで、「暮らし続けた

い」そして「（一度町外に出ても）戻ってきたい」と思えるまちづくりに取り組みます。 

○タウンプロモーションの推進 

昨今、町の中央部では、民間ディベロッパーの宅地開発が活発化し、人口は社会増で推移してい

ます。一方、東部や西部の農村部では、若い世代が家を離れる傾向にあります。 

 町には前述の地域資源が数多くあり、中央部にも農村部にもこの資源を生かしながら暮らす町民

がたくさんいます。「紫波町が好き」「紫波町を応援したい」と感じている人を「ファン」と定義し、

ファンが共感している町の価値（強み）を明らかにするとともに、「暮らし心地の良いまち」の将来

像を顕在化させることで、タウンプロモーションを推進していきます。 

  ○地域コミュニティ支援 

   第三次紫波町総合計画のまちづくりの将来像は「暮らし心地の良いまち」です。 

   町民が「暮らし続けたい」と思えるまちづくりとして、自分が欲しい暮らしは自分たちでつくっ

ていくという「自助」、地域の助け合いである「共助」、地域づくりを町が支援する「公助」の取組

みを推進します。 

少子高齢化のみならず、人々の価値観やライフスタイルの多様化による暮らし方の変化は、従来

の地域コミュニティに大きな影響を与えています。町の東部や西部の農村地域では、農業などの既

存産業の担い手不足に加え、地域の日常生活を支える様々な役職のなり手も不足しており、切実な

問題が顕在化しています。また、一定数の人口規模を保つ中央部でも、世代間や新旧住民の間の意

識の差から、共助の意識が希薄になっているという声があり、従来の自治の仕組みの維持が困難に

なりつつあります。 

このような現状から、町では、平成 30 年度から地域運営組織等形成支援モデル事業に取り組ん

でいます。令和３年度に策定した「紫波町地域づくり指針」を参考に、住民による住民のためのサ

ービス提供型の地域づくりを推進し、地域で暮らす人々が中心となって地域資源を生かし、地域課

題に取り組む地域経営体を支援していきます。 
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 〔イメージ〕 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  〔工程〕 

取組み内容（再掲） ～R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7～ 

2-4-3 関係人口の創出・拡大 

4-1-3 地区コミュニティ支援 

4-1-4 タウンプロモーションの推進 

    

 

   

 

 〔ＫＰＩ〕（再掲） 

2-4 体験型旅行者数 1,000人（策定時 H27～R1：1,055人） 

      4-1 新たな地域づくり活動件数 15件（策定時 H27～R1：11件） 

 

 〔連携する部署〕 

   企画課（幹事）、生涯学習課、財政課、農政課、商工観光課 

 

  

農村部 中央部 

地域コミュニティ支援 
住民自治・共助・公助 

地域への愛着の醸成 
スポーツ・食・文化 

タウンプロモーション 
地域資源×新しい価値 

地域みらいづくりプロジェクト 
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８ 公有財産活用プロジェクト ～民間活力の導入による公有財産の活用～ 

 

〔概要・目的〕 

   町は、少子高齢化による扶助費の増大等により財政が硬直化し、今後も厳しい財政状況が続きま

す。また、七久保こ線橋耐震化事業や古館駅前地区整備事業などを進めることから、町の財政負担

が大きくなり、老朽化した公共施設等の全てを短期間に更新することは厳しい状況にあります。 

   このような現状を踏まえ、紫波町公共施設等総合管理計画に基づき、中長期的な視点に立った維

持管理と計画的な更新や長寿命化及び人口構造や社会的ニーズの変化に応じた公共施設等の適正

配置を進めるとともに、ＰＰＰ（パブリック・プライベート・パートナーシップ）等の手法を用い

て社会構造に適応した資産活用に民間活力の導入を図っていきます。 

   公有財産の活用として重視するのは、平成 27 年５月の庁舎機能の移転以来、未利用となってい

た紫波町旧庁舎敷地の民間活用です。この敷地の活用については、令和２年度に民間事業者からの

提案による活用が決定し、複合型施設「ひづめゆ」として令和４年度のオープンを目指しています。

また、敷地内には、令和３年４月に県有形文化財に指定された旧紫波郡役所も立地しており、文化

財としての価値を尊重し、相乗効果が得られるよう併せて活用を図ります。 

   また、令和３年４月に２校、令和４年４月に５校の小学校が空き校舎となっていることから、行

政財産としての活用を検討した上で、地域や民間による活用を推進します。 

既存施設の更新については、老朽化が著しい学校給食センターが喫緊の課題であり、建替えや長

寿命化等の手法について検討していきます。 

紫波運動公園については、施設の老朽化や一部施設の低利用が課題として挙げられています。社

会構造の変化に合った新しい運動公園の役割や施設の在り方、整備手法などについて検討を進めま

す。 

町営住宅については、希望ヶ丘住宅、第２希望ヶ丘住宅の老朽化が著しいことから、建替えや入

居者の集約について、検討を進めていきます。  



33 

〔イメージ〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔工程〕 

取組み内容（再掲） ～R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7～ 

4-4-1 公共施設等総合管理計画の推進 

4-4-2 施設の長寿命化 

4-4-3 公共施設再編 

4-4-4 遊休公有財産活用 

    

 

 

 

   

 

 〔ＫＰＩ〕（再掲） 

   4-4 未利用財産処分件数 35件（策定時 H27～R1：58件） 

   4-4 未利用普通財産活用累計件数 7件（策定時 R1：2件） 

 

 〔連携する部署〕 

   資産経営課（幹事）、財政課、学務課、学校給食センター、企画課、都市計画課、生涯学習課 

 

  

公有財産において重視する施設等 

１ 紫波町旧庁舎敷地の活用 

  民間事業者による活用が決定。「まちとまちをつなぐ結節点」、「農」と「食」 

が育む持続可能な場 

２ 旧紫波郡役所の活用 

  県有形文化財（見込み）としての価値を尊重した活用 

３ ７つの小学校の空き校舎の活用 

  行政財産、地域資源、民間の３つの視点で活用を検討 

４ 学校給食センターの整備 

  老朽化が著しい学校給食センターについて、建替えや長寿命化等を検討 

５ 紫波運動公園の活用促進 

  老朽化が著しい紫波運動公園について、その役割とあり方を検討 

６ 町営住宅の整備 

  老朽化が著しい町営住宅について、建替えや集約等を検討 
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  ９ デジタル化推進プロジェクト ～快適で豊かな暮らしやすいまちへ～ 

 

〔概要・目的〕 

 国は令和２年 12 月、デジタルの活用により、一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶこと

ができ、多様な幸せが実現できる社会を目指して「自治体デジタル・トランスフォーメーション（Ｄ

Ｘ）※推進計画」を策定しました。 

ＤＸの実現により、行政はもちろんのこと、社会全体のデジタル化を進めることで利用可能なサ

ービスが広く浸透し、さらにそれらのサービスが連動していくことで、暮らしが便利になり、様々

な地域課題が解決されることが期待されています。 

自治体においては自らが担う行政サービスについて、デジタル技術やデータを活用して、住民の

利便性を向上させるとともに、ＡＩ（人工知能）やＲＰＡ（業務自動化）等の活用によって業務の

効率化を図り、限られた人的資源を行政サービスの更なる向上に繋げていくことが求められていま

す。 

当町では、携帯電話及びインターネット光回線ともに町全域をカバーしており、ＩＣＴ（情報通

信技術）の活用や情報通信サービスを享受できる環境が整っています。こうした環境を生かし、Ａ

Ｉによるデマンド型乗合バス、スマート農業、健康増進や観光地の魅力発信を目指したスマートフ

ォンアプリの開発等について、公民連携による「デジタルＰＦＩ」という考え方によって取組を進

めています。 

今後急速に進展すると予想される行政のデジタル化に適切に対応していくとともに、まちづくり

においては民間活力をうまく融合させながら、暮らし心地の向上に取り組んでいきます。 

 

※デジタル・トランスフォーメーション （ＤＸ）：「デジタル技術」と「データ」を活用して、既

存の業務プロセスなどの改変を行い、新たな価値を創出して新たな社会の仕組みに変革すること 

 

〔イメージ〕 

 

   
参考：総務省 
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  〔工程〕 

取組み内容（再掲） ～R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7～ 

4-5-1 行政のデジタル化推進 

4-5-2 暮らしのデジタル化推進 

       

 

 〔ＫＰＩ〕（再掲） 

4-5 ＩＣＴを活用した事業数 ５件（策定時 R2：1件） 

 

 〔連携する部署〕 

   財政課（幹事 4-5-1）、企画課（幹事 4-5-2）、全課 

 

 

 

 

 

  



36 

Ⅶ 戦略の推進 

 

 １ 推進組織 

   外部の有識者会議と内部の庁内組織で戦略の推進を図ります。 

（１） 有識者会議 

    総合戦略の推進にあたっては、産、官、学、金、労、言、町民からなる「紫波町まち・ひと・

しごと創生推進協議会」において、官民連携により総合戦略の推進を図ります。 

 

（２） 庁内組織 

  ア 紫波町まち・ひと・しごと創生推進本部において戦略推進の全体調整・進行管理を図ります。 

  イ 部局横断・政策連携のため、プロジェクト推進幹事課を設置します。 

            プロジェクト毎に推進担当の幹事課を定め、幹事課が中心となり、部局横断、政策間連携に

より戦略の推進を図ります。 

 

 ２ 効果検証 

   有識者会議「紫波町まち・ひと・しごと創生推進協議会」が専門的見地から戦略の実施状況の効

果検証を行います。 

 

 ３ 戦略の見直し 

   戦略はＰＤＣＡサイクルにより不断の見直しを行います。 

 

 

 

  

Plan
「計画」

Do
「実施」

Check
「評価」

Action
「見直し」

紫波町まち・ひと・しごと

創生推進協議会（有識者

会議） 

紫波町まち・ひと・しご

と創生推進本部及び庁

内プロジェクト推進部

署（庁内組織） 

紫波町まち・ひと・しごと創生推

進協議会（有識者会議） 

議会 

議会 

紫波町まち・ひ

と・しごと創生推

進本部及び庁内

プロジェクト推

進部署（庁内組

織） 



37 

 

 

 

 

 

第２期紫波町まち・ひと・しごと創生 

総 合 戦 略 
 

令和２年３月 17日 策定 紫波町まち・ひと・しごと創生推進本部決定 

令和３年３月８日 改訂 連携プロジェクト９の追加及び１、７、８の変更等 

令和４年６月７日 改訂 連携プロジェクト２、３、４、６、７、８の変更等 

   

   

   

   

 

 

 

紫波町まち・ひと・しごと創生推進本部 

事務局 企画総務部 企画課 


